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Ⅰ. 事業の位置付け・必要性

【日本のエネルギ 政策①】

｢燃料電池」はエネルギー政策上、重要な技術分野と位置付けられている。

【日本のエネルギー政策①】

新・国家エネルギー戦略 2006年5月
燃料電池を基幹技術として位置付け。
石炭ガス化燃料電池複合発電を総合資源戦略として
位置付け。

Cool-Earth エネルギー革新
技術計画

2008年3月
燃料電池をCO2排出量の大幅削減を可能とする革新技術と
して選定。

環境エネルギー技術革新計画 2008年5月 燃料電池を低炭素社会実現に必要な技術と位置づけ。

低炭素社会づくり行動計画 2008年7月 2020～2030年に定置用燃料電池を本格普及を目指す。

エネルギー基本計画 2010年6月
低コスト化を進めて、燃料電池普及による天然ガスシフトを
推進。

新成長戦略 2010年6月 日本がイニシアティブを取り 国際標準化を推進新成長戦略 2010年6月 日本がイニシアティブを取り、国際標準化を推進。

日本再生戦略 2012年7月
燃料電池自動車などの次世代自動車について世界市場を
獲得するため、他国を圧倒する性能・品質を実現し、
世界的な潜在市場の掘り起こしを図る世界的な潜在市場の掘り起こしを図る。
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【研究開発政策上の位置づけ】

Ⅰ. 事業の位置付け・必要性

【研究開発政策上の位置づけ】

本事業はエネルギーイノベーションプログラムの一環として実施。

「エネルギーイノベーションプログラム」
・資源の乏しい我が国は、革新的なエネルギー技術の開発、導入普及により、

次世代型のエネルギー利用社会の構築が不可欠次世代型のエネルギ 利用社会の構築が不可欠。
・政府が長期を見据えた技術進展の方向性を示し、官民が共有することで
長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能。

エネルギーイノベーションプログラムの５つの柱
①総合エネルギー効率の向上
②運輸部門の燃料多様化
③新エネルギー等の開発・導入促進③新エネルギ 等の開発・導入促進
④原子力等利用の促進とその大前提となる安全の確保
⑤化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

本事業は、水素供給インフラ立ち上げに向けて、70MPa級水素ステーションのシステム及び
機器の低コスト化・耐久性向上 並びに規制見直し・国際標準化を目標としており機器の低コスト化・耐久性向上、並びに規制見直し・国際標準化を目標としており、
上記エネルギーイノベーションプログラムの５つの柱の①②③⑤の目標達成に寄与する。
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Ⅰ. 事業の位置付け・必要性

【日本のエネルギ 政策②】

燃料電池自動車（ＦＣＶ）、定置用燃料電池、水素製造・輸送・貯蔵技術を、
長期的 重点的に取り組むべきエネルギー革新技術に選定

【日本のエネルギー政策②】

長期的、重点的に取り組むべきエネルギ 革新技術に選定。

・国民の資産をエネルギー（化石国民の資産をエネルギ （化石
燃料）の輸入に多量に投入。

⇒エネルギーを燃料電池由来に
することで、解決に近づく。
（使用している炭化水素を（使用している炭化水素を

３０パーセント削減可能）

・燃料電池は日本の技術という資力
を活用でき、国力向上に寄与。
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【民間のシナリオ①】 【燃料電池実用化推進協議会(FCCJ)の新シナリオ (H22.3月) 】

Ⅰ. 事業の位置付け・必要性
【民間 シナリオ①】 【燃 実 議 】

２０２５年の燃料電池自動車（ＦＣＶ）と水素ステーションの自立拡大開始を見据え、
２０１５年にＦＣＶの一般ユーザー普及開始を目指す。

ＦＣＶと水素ステーションの普及に向けたシナリオ

フェーズ１

技術実証

フェーズ２

技術実証 社会実証

フェーズ３

普

フェーズ４

格普技術実証

【JHFC-2】
技術実証＋社会実証

【ポストJHFC】 【開始期】
普及初期

【拡大期】
本格普及
【商用期】

2010   2011 2025   20262015   2016

FCVユーザーの利便性を確保しつ
つFCV生産･販売台数を拡大

技術課題の解決と規制見直しの推進
（開発の進展を随時チェック＆レビュー）

ス
テ エネルギー多様化と

CO 排出量削減に貢献つFCV生産･販売台数を拡大
ステーション及び水素の低コスト化
技術開発･規制見直しを継続実施

（開発の進展を随時チェック＆レビュー）

社会経済的な視点から、
FCVと水素ステーションの
効用を検証

ー
シ
ョ
ン
設
置

CO2排出量削減に貢献

置
数

商用ステーションの設置開始

ステーション設置及び水素コ
ストが目標に達し、ステーショ
ンビジネスが成立する時期
（FCV2 000台/ST）

ステーション 1,000箇所程度※ 

FCV 200万台程度※ 

Ｆ
Ｃ
Ｖ
台
数

商用ステーションの仕様決定

商用ステ ションの設置開始

車種増加によるFCV台数の立上り

ステーションの先行的設置が
特に必要な時期

（FCV2,000台/ST）

年 （注）図の縦軸はFCVの台数と水素ステーションの設置数の相対的な関係を示すもの

車種増加によるFCV台数の立上り

※前提条件：FCVユーザーのメリット（価格・利便性等）が確保されて、順調に普及が進んだ場合 6事業原簿Ⅰ-(1)～(6)
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【民間のシナリオ②】 【燃料電池自動車の国内市場導入と水素インフラ整備に関する共同声明】

Ⅰ. 事業の位置付け・必要性

【民間のシナリオ②】 【燃料電池自動車の国内市場導入と水素インフラ整備に関する共同声明】

２０１５年のＦＣＶ一般ユーザー普及開始の実現を目指し、
４大都市圏を中心として１００箇所程度の水素ステーションを先行整備する。

平成23年1月、自動車メーカー及び水素供給事業者13社がFCVの国内市場導入に向けて共同で取り組
むことに合意し、共同声明を公表。声明においては、2015年に自動車会社がFCV量産車を販売すること、
エネルギー事業者が4大都市圏を中心としてFCV量産車の販売台数の見通しに応じて必要な規模（100
箇所程度）の水素ステ シ ンを先行的に整備することを目指すことが示された箇所程度）の水素ステーションを先行的に整備することを目指すことが示された。

水素イン ラの先行整備イメ ジ水素インフラの先行整備イメージ

出典:燃料電池自動車の国内市場導入と水素供給インフラ整備に関する共同声明（トヨタ自動車他、平成23年1月13日）
7
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【世界のＦＣＶ・ステーション技術開発動向】

Ⅰ. 事業の位置付け・必要性

【世界のＦＣＶ ステ ション技術開発動向】

FCV車載用水素貯蔵技術、水素供給インフラ技術ともに７０ＭＰａ級の高圧ガス
貯蔵、高圧ガス充填が主流。わが国は国際基準調和を積極的に推進している。

○FCV車載用水素貯蔵技術

・高圧水素ガス貯蔵が主流。１回の充填による走行距離を延ばすため、水素充填
量を５kg／回とする。そのためには、７０ＭＰａ級の高圧化が必要となる。

○水素供給インフラ技術

・ＦＣＶの水素貯蔵の方向性に合わせ、水素ステーションも高圧ガス充填が主流。
７０MＰaの高圧水素をＦＣＶに供給可能な高圧ガス充填設備が必要となる。

・ガソリン車並みの利便性を達成するため 40℃のプレク ル技術等・ガソリン車並みの利便性を達成するため、-40℃のプレクール技術等、
３分間で５kgの水素を充填する技術が要求される。

・わが国では、ＦＣＶへの水素供給に関する法整備がこれまで行われていないが、
大容量圧縮機による直接充填、通信充填（*）に関する規制を整備中である。

・北米（特に米国）、欧州（特にドイツ） も日本と同様の技術開発動向で、
わが国は国際基準調和を積極的に推進している。わが国は国際基準調和を積極的に推進している。

8
(*) FCV車載水素容器の状態をステーションに逐次伝えて充填

事業原簿Ⅰ-(1)～(6)
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【事業の目的】

Ⅰ. 事業の位置付け・必要性

【事業の目的】

７０ＭＰａ級水素ステーションの機器開発、規制見直し、国際標準化を推進。

燃料電池自動車（FCV）及び水素供給インフラ市場立ち上げのために、

以下を一体的に連携して推進する以下を一体的に連携して推進する。

・７０ＭＰａ級水素ステーション機器の低コスト化及び耐久性向上

・７０ＭＰａ級水素ステーション設置のための規制見直し

・FCV及び水素ステーション機器等の国際標準化

級 素 技 び・７０ＭＰａ級水素ステーション対応のシステム技術及び機器の
要素技術を開発

・規制見直しのため、金属材料評価、破裂試験等の基礎的データ収集規制見直しのため、金属材料評価、破裂試験等の基礎的デ タ収集
及び各種技術基準案を作成

・国際標準化のため、容器の火炎暴露試験等の基礎的データ収集
及び充填プロトコル 水素燃料仕様等の技術検討を実施及び充填プロトコル、水素燃料仕様等の技術検討を実施

9事業原簿Ⅰ-(1)～(6)
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【本事業の位置付け】
Ⅰ. 事業の位置付け・必要性

FY2009 FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016

基礎研究の成果を活かして、技術開発、規制見直し及び国際標準化を推進し、
商用ステーション総合実証事業等の実現に貢献する。

FY2009 FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016

NEDO水素先端科学基礎研究事業（’06～’12）

基礎研究 材料評価
材料評価データ及び材料評価法

基礎研究・材料評価 （低温高圧水素中材料強度特性等）

・鋼種拡大のための材料評価データ等を整備し、
技術開発及び規制合理化を推進

NEDO 水素製造 輸送 貯蔵シ ム

技術開発 技術開発（ 70MPa級水素ｽﾃｰｼｮﾝ機器開発等）

NEDO 水素製造・輸送・貯蔵システム
等技術開発（’08～’12）

規制見直し及び国際標準化 技術基準等（70MPa級水素ｽﾃｰｼｮﾝの市街地設置等）

NEDO地域水素供給インフラ技術 社会実証(JHFC3 ’11 ’15)

・安全性の実証・特認取得、実証ステーション投入

JHFC2 技術実証 商用ステーション
総合実証

投資判断

NEDO地域水素供給インフラ技術・社会実証(JHFC3、’11～’15)

水素ステーション先行整備
１００箇所程度

ＦＣＶ普及開始

・投資判断
・課題抽出・対策
・工期短縮（ｽﾑｰｽﾞな立ち上げ）
に成果を活用

10事業原簿Ⅰ-(1)～(6)
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【ＮＥＤＯが関与する意義】

Ⅰ. 事業の位置付け・必要性

水素ステーション機器の開発には、技術開発、規制見直し及び国際標準化が
必要であり、多大な労力が必要となるため、民間負担での実施には限界あり。
また 他事業と 連携だけ なく 本事業 項目間 連携をする と

【 関与する意義】

また、ＮＥＤＯの他事業との連携だけでなく、本事業の項目間で連携をすること
により、効果的に開発を進めることが可能となる。

・水素ステーション機器の開発には、材料に対する水素の影響評価や
それぞれの機器の多様な試験、システム設計等が必要。

・水素に関連する規制の見直しが必要・水素に関連する規制の見直しが必要。

民間企業のみでは実施が困難民間企業 み 実施 困難

・「水素先端科学基礎研究事業」「地域水素供給インフラ技術・社会実証」等
ＮＥＤＯ他事業との連携及び事業内での連携が可能ＮＥＤＯ他事業との連携及び事業内での連携が可能。

産業全体として効率的な技術開発が可能産業 体 効率 技術開発 能

11事業原簿Ⅰ-(1)～(6)
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Ⅱ. 研究開発マネジメントについて

【事業 目標】【事業の目標】

水素ステーション及び燃料電池自動車に関する機器システムの低コスト化、
信頼性・耐久性向上、性能向上等の実用化検証。

① 水素エネルギーの導入・普及に必要な低コスト機器及びシステムを試作。

② 試作した機器の耐久性検証 評価等を実施② 試作した機器の耐久性検証・評価等を実施。

③ 燃料電池自動車及び水素供給インフラ市場立ち上げのために必要な

基準・標準化、規制合理化に資する検討・開発を実施。

12事業原簿Ⅱ-(1)～(14)
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Ⅱ. 研究開発マネジメントについて
【研究開発の実施内容】

（（11）） システム技術開発システム技術開発

水素ステーション及び燃料電池自動車に関する技術開発、及び基準・標準化に
資するデータ取得を実施する。

（（11）） システム技術開発システム技術開発
複数機器を連結した水素供給システムとして、70MPa級水素ステーションや車載等

水素貯蔵容器の低コスト化・コンパクト化に繋がる開発、及び耐久性等の検証
① 70MPa級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発① 70MPa級水素ガス充填対応ステーション機器システム技術に関する研究開発
② 車載等水素貯蔵／輸送容器システム技術に関する研究開発※

（（22）） 要素技術開発要素技術開発
水素製造 輸送 貯蔵 充填機器の高性能化 軽量化 低 スト化及び長寿命化のための水素製造・輸送・貯蔵・充填機器の高性能化・軽量化・低コスト化及び長寿命化のための

要素技術を開発及び検証
① 水素製造機器要素技術に関する研究開発
② 水素貯蔵材料 水素貯蔵/輸送機器要素技術に関する研究開発※② 水素貯蔵材料・水素貯蔵/輸送機器要素技術に関する研究開発※

③ 水素ステーション機器要素技術に関する研究開発

（（33）） 次世代技術開発・フィージビリティスタディ等次世代技術開発・フィージビリティスタディ等
ギ水素エネルギーの導入･普及に対し、革新的な技術の探索・有効性確認、技術開発

シナリオの検討、フィージビリティスタディ、基準・標準化に資するデータ取得
① 革新的な次世代技術の探索、有効性検証※

② 燃料電池自動車及び水素インフラ普及に係る規制見直しと基準 標準化② 燃料電池自動車及び水素インフラ普及に係る規制見直しと基準・標準化

13※本項目は平成22年度中間評価を受けて終了。事業原簿Ⅱ-(15)～(30)
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Ⅱ. 研究開発マネジメントについて

【開発予算】【開発予算】

事業全体の予算は約７５億円。平成２２年３月に発表のFCCJ新シナリオを受け、
平成２３年度以降は水素ステーション機器の要素技術開発（低コスト機器開発、高耐久化
と低 スト材料開発） 国内規制見直し 及び国際標準化に対して重点的に配分した

H20 H21 H22 H23 H24

（単位：億円）【内訳】

と低コスト材料開発）、国内規制見直し、及び国際標準化に対して重点的に配分した。

大項目 中項目 H20
(2008)

H21
(2009)

H22
(2010)

H23
(2011)

H24
(2012)

システム技術
開発

70MPa級ステーション機器システム技術開発 3.4 3.0 1.6 2.7 3.2
開発

車載等水素貯蔵／輸送容器システム技術 4.1 1.2 0.7 0 0

水素製造機器 3.5 2.4 1.9 1.2 1.1

水素貯蔵材料 水素貯蔵/輸送機器 1 5 0 5 0 3 0 0
要素技術

開発

水素貯蔵材料・水素貯蔵/輸送機器 1.5 0.5 0.3 0 0

水素ステーション機器（低コスト機器開発、高耐久化） 2.6 4.4 5.5 5.0 5.8

水素ステ ション機器（低コスト材料開発） 0 0 1 7 1 5 1 2水素ステーション機器（低コスト材料開発） 0 0 1.7 1.5 1.2

次世代技術開
発・フィージビリ
ティスタディ等

革新的な次世代技術の探索、有効性検証 2.2 2.0 0.4 0.2 0.3

規制見直し、基準・標準化 0 0 0.9 4.8 4.0ティスタディ等 規制見直 、基準 標準化 0 0 0.9 4.8 4.0

年度別予算 17.3 13.5 13.0 15.4 15.6

14
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【研究開発の実施体制】

Ⅱ. 研究開発マネジメントについて

本プロジェクトは非常に広範な内容を含み、個々のテーマを横断的に把握かつ整合するこ
とがきわめて重要であるため、Ｈ２２年度の中間評価以降、プロジェクトリーダーを選定。

経済産業省

（次世代技術開発・ﾌｨｰｼﾞﾋﾞｨﾘｨﾃｨｽﾀﾃﾞｨ等）NEDO 新エネルギー部推進助言委員会

経済産業省

（システム技術開発） （要素技術開発）

・（独）産業技術総合研究所
・（財）エネルギー総合工学研究所、

岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、
関西電力（株）、 清水建設（株）

技術開発シナリオ、フィージビリティスタディ

プロジェクトリーダー 尾上清明

・（財）石油エネルギー技術センター、
東邦ガス（株）、トキコテクノ（株）
日立オートモティブシステムズ(株)、
大陽日酸（株）、横浜ゴム（株）、佐賀大学

・東京ガス（株）、日本特殊陶業（株）
・三菱化工機（株）
・(株)ルネッサンス・エナジー・リサーチ、（株）ミクニ、

神戸大学、京都大学、（独）産業技術総合研究所

ステーション機器システム 水素製造機器
関西電力（株）、 清水建設（株）
三菱重工業（株）、千代田化工建設（株）

技術動向調査

・ （株）テクノバ
・ （財）エンジニアリング振興協会大陽日酸（株）、横浜ゴム（株）、佐賀大学

・日本重化学工業（株）、サムテック（株）
（独）産業技術総合研究所

神戸大学、京都大学、（独）産業技術総合研究所

・（株）豊田中央研究所、東北大学
・日本重化学工業（株）

車載等水素貯蔵/輸送容器システム 貯蔵材料、貯蔵/輸送機器

・ （財）エンジニアリング振興協会

規制見直し・国際標準化

・ 高圧ガス保安協会、東京大学
・水素供給・利用技術研究組合、

高 ガ 保安協会

・清水建設（株）、岩谷産業（株）
・ＪＸ日鉱日石エネルギー（株）、サムテック（株）
（財）石油エネルギ 技術センタ （株）キッツ ・（独）産業技術総合研究所 ・東京大学

水素ステーション機器
（低コスト機器開発、高耐久化）

革新的次世代技術

・新日本製鐵（株）、住友金属工業（株）、
愛知製鋼（株） （独）物質 材料研究機構

高圧ガス保安協会
・ （財）日本自動車研究所

水素ステーション機器
（低コスト材料開発）

・（財）石油エネルギー技術センター、（株）キッツ、
（株）アズビル、（株）日本製鋼所
（財）金属系材料研究開発センター

・（株）タツノ ・（株）神戸製鋼所

（独）産業技術総合研究所 東京大学
・横浜国立大学 ・東北大学 ・東海大学
・（独）物質・材料研究機構、金沢大学
・東北大学、（独）産業技術総合研究所

愛知製鋼（株）、（独）物質・材料研究機構
・古河スカイ（株）、日本軽金属（株）、

（株）神戸製鋼所、茨城大学

※赤字は２２年度までに終了した事業 15
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Ⅱ. 研究開発マネジメントについて
【研究開発の運営管理】 【事業内及び他事業との連携 】

本プロジェクト内の研究間で連携しつつ、関連のＮＥＤO事業と連携し、
産業界のニーズ集約と産業界への成果のフィードバックを相互に実施。

システム技術開発
ニーズ 産業界：システム技術開発

：要素技術開発

：次世代技術開発等 プロジェクトリーダー
尾上清明

NEDO水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発事業

推進助言委員会

燃料電池実用化推進協議会

日本自動車工業会

日本石油連盟

日本ガス協会 等

産業界

成果の提供

地域水素供給インフラ技術・社会実証

試作機
の運用

水素先端科学基礎研究事業
連携

材料
提供

ﾃﾞ ﾀの

評価
ﾃﾞｰﾀ提供 情報展開

情報展開
・共有

使用鋼種拡大

水素燃料
仕様等

材料
提供

評価
材料開発

試作機
の運用

ﾃﾞ ﾀの

最適化
情報共有

ﾃﾞｰﾀの
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

材料提供
ﾃﾞｰﾀ提供

水素製造機器

・共有仕様等の
標準化

ﾃﾞｰﾀの
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

低コスト機器
技術動向調査鋼種拡大

国内規制見直し

低ｺｽﾄｽﾃﾝﾚｽ

低コスト材料

最適化
情報共有

水素分離型
リフォーマー

CO2膜分離
改質システム

建設コスト低減

システム耐久性

システム技術

充填解析
プログラム 複合容器

直接充填圧縮機

鋼製蓄圧器

ステーション
最適化

低コスト機器
先端燃料電池実施
協定（IEA/AFCIA）

水素実施協定
（IEA/HIA）

水素燃料電池国際国際標準化

鋼種拡大

複合容器基準

ｽﾃｰｼｮﾝ基準

公道ｶﾞｽ欠対応

低ｺｽﾄｽﾃﾝﾚｽ

Al-Cu-Mg系

高強度ｽﾃﾝﾚｽ

冷間加工SUS

水蒸気改質式
水素製造装置

プレクール設備

ホース耐久性

故障予知技術

充填制御技術

ディスペンサー

コンパクト
ステーション

ボールバルブ

制御システム 流量調節弁

金属材料

水素燃料電池国際
ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ（IPHE）

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
由来水素

国際標準化

事故後安全作業

車載用容器基準

充填プロトコル

水素製造関連
WG

最適化

製品情報

6000系合金

材料評価法

水素ステーション関連WG

材料提供・
特認取得の助言規制見直し・情報共有

故障予知技術
充填コネクタ

最適化
情報共有 規制見直し

・情報共有規制見直し・情報共有

事業原簿Ⅱ-(31)～(35) 16
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Ⅱ. 研究開発マネジメント

【平成２２年度の中間評価の主な指摘に係る対応①】【平成２２年度の中間評価の主な指摘に係る対応①】

ＰＬを選任したことを受けて、的確な方向性をもって全体を強力にリードできた。

（１）指摘：本プロジェクトは、非常に広範な内容を含んでいる。

各開発技術間のインターフェイスの部分について、責任を持って各開発技術間のインタ フェイスの部分について、責任を持って

管理する強力なリーダーシップを持ったプロジェクトリーダー（ＰＬ）

を設置することが望ましい。

対応：広範囲の技術領域を含み、かつ基礎的分野から実用的分野までを

広く包含する本プロジェクトに精通し、的確な方向性をもって全体を

強力 ド きる を選任 九州大学 教授強力にリードできるＰＬを選任。 （九州大学：尾上教授）

成果： ①課題を明確にし、１社で出来ないことを関連企業に確認し対応

②予算の割り振りにメリハリをつけた
（2015年に向け加速が必要なものに割り振った）

③規制の見直しを視野に入れながら開発

17事業原簿Ⅱ-(37)～(41)
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Ⅱ. 研究開発マネジメント

【平成２２年度の中間評価の主な指摘に係る対応②】【平成２２年度の中間評価の主な指摘に係る対応②】

「地域水素供給インフラ技術・社会実証」及び「水素先端科学基礎研究事業」と
の連携を強化したことを受けて 技術の普及への取り組みを加速できた

（２）指摘： 技術の普及への取り組みについては実証事業との連携、標準化についても

の連携を強化したことを受けて、技術の普及への取り組みを加速できた。

基準・標準化の研究開発との連携を強化すべきである。

対応①： 「地域水素供給インフラ技術・社会実証」との連携を強化

①成果①： ・水素供給インフラの低コスト化に繋がる技術実証、調査等を行い、
水素供給インフラ導入の可能性を明らかにした。

対応② 「水素先端科学基礎研究事業」との連携を強化対応②： 「水素先端科学基礎研究事業」との連携を強化

成果②：・規制合理化、国際標準化に資する材料データを特定し、データ取得を推進した。

・水素バリア樹脂等のデータを取得することにより、水素充填ホース実用化に
向けた、亀裂対策等の課題検証を完了見込みとできた。

・弾性特性の感度の高い因子を把握することにより、緊急離脱カップリング用

Ｏリングの水素漏洩対策の指針を得ることができた。Ｏリングの水素漏洩対策の指針を得ることができた。

18事業原簿Ⅱ-(37)～(41)
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Ⅱ. 研究開発マネジメント

【情勢変化への対応①】【情勢変化への対応①】

商用水素ステーション設置・実証を行うとの共同声明発表を受けて、
加速予算を設定し、技術開発及び規制見直し活動を加速した。

（１）鋼種拡大に係る規制の再点検に対する対応
平成２２年６月に閣議決定された「規制・制度改革に係る対処方針（グリーン

加速予算を設定し、技術開発及び規制見直し活動を加速した。

平成 年 月に閣議決定された 規制 制度改革に係る対処方針（グリ ン
イノベーション分野）」を受け、平成２２年末に水素ステーションの鋼種拡大に係る
規制の再点検及びその結果を踏まえた対応について今後の具体的な工程表が
作成され、「例示基準に記載された使用可能鋼材の拡大」が項目の一つに位置
付けられた。

⇒ 「水素先端科学基礎研究事業」と連係して、鋼種拡大に資するデータ及び
安全性向上に資するデータ取得を加速した。

⇒ 工程表の進捗に貢献し、平成２４年度末に技術基準(案)完成見込み。

（２）水素ステーション１００箇所の先行整備に向けた対応
平成 年 月 年 普及開始に先駆け 箇所程度 商用水素平成２３年１月、２０１５年のＦＣＶ普及開始に先駆け、１００箇所程度の商用水素

ステーション設置・実証を行う共同声明が発表された。
⇒ ２０１５年の商用水素ステーションの目標コスト達成に資する低コスト水素

ステ シ ン実証が可能となる見込みステーション実証が可能となる見込み。

19事業原簿Ⅱ-(36)
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Ⅱ. 研究開発マネジメント

【情勢変化への対応②】【情勢変化への対応②】

水素充填速度は５ｋｇ／３分が要求され、急速充填のため－４０℃のプレクール
技術が必要となった。それに合わせ、水素充填プロトコルの標準化を実施。

（３）国際標準化への寄与
★水素充填速度は ガソリンスタンド並みの５k ／３分 H が要求される

技術が必要となった。それに合わせ、水素充填プロトコルの標準化を実施。

★水素充填速度は、ガソリンスタンド並みの５kg／３分-H2が要求される。

１．水素充填プロトコルの標準化（急速充填、－４０℃のプレクール技術の対応）

⇒SAE J2601-TIR FCVへの水素急速充填プロトコルに従った
急速充填の安全性を検証し、水素ステーション例示基準に採用

２．水素充填コネクタの標準化

⇒ISO17268 FDISに基づき ノズル・レセプタクルの低温信頼性評価⇒ISO17268 FDISに基づき、ノズル・レセプタクルの低温信頼性評価
（氷結状況確認等）を実施し、水素ステーション例示基準に採用

20事業原簿Ⅱ-(36)
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【研究開発ごとの目標と達成度】
Ⅲ．研究開発成果 概要

研究開発項目 研究目標 成果 アウトカム 評価

（1）システム技術
開発

①70MPa級ステーション

・低コスト化（設備コスト2億円以下/
システム<300Nm3/h>、高耐久性
（メンテナンス回数1回/年以下）

・2億円以下を見通せる技術を確立
・5kg/3分充填、充填プロトコル、通信
充填の連携を確認し達成見込み

・70MPa級ステーション機器システ
ム技術の水素ステーション事業へ
の適用可能性の見通しを得た

△
① 級 テ シ
機器システム技術開発

②車載等水素貯蔵／輸送
容器システム技術開発

（メンテナンス回数1回/年以下） 充填の連携を確認し達成見込み の適用可能性の見通しを得た

・低コスト化（合金コスト＝1万円/kg
以下に目処）、高性能化（容器体積
密度＝28g-H2/L以上）

・水素貯蔵材料に関して、 2015年の
実用化に間に合うのか再評価し、
最終目標の達成は困難と評価

・中間評価後、基礎研究の段階で
あると判断し、「水素貯蔵材料
先端基盤研究事業」に移管した

（2）要素技術開発 改質効率80%以上 起動時間3h未満 水蒸気改質方式で改質効率84 4% 70MP 級実証ステ シ ンにおい（2）要素技術開発

①水素製造機器要素技術
に関する研究開発

②水素貯蔵材料・水素
貯蔵/輸送機器要素技術

・改質効率80%以上、起動時間3h未満、
設備サイズ10m3以下、設備コスト
30万円/Nm3・h以下

・水蒸気改質方式で改質効率84.4%、
起動時間2hを達成、概念設計によ
り設備サイズ・コストの見通し得た

・70MPa級実証ステーションにおい
て本事業で試作した水素製造
装置の実証運用が行われている

○

・貯蔵材料に関して、質量貯蔵密度
6wt%以上 水素放出温度150℃

・2015年に普及開始のインフラ技術
確立を目指す本事業の目的と乖離

・中間評価後、基礎研究の段階で
あると判断し 「水素貯蔵材料貯蔵/輸送機器要素技術

に関する研究開発

③水素ステーション機器
要素技術に関する研究
開発(低コスト機器開発、
高耐久化)

6wt%以上、水素放出温度150℃
以下を達成する可能性を見極める

確立を目指す本事業の目的と乖離
が出てきている評価

あると判断し、「水素貯蔵材料
先端基盤研究事業」に移管した

・設備コスト2億円以下/システム
<300Nm3/h>、メンテナンス回数1回
/年以下に繋がる要素技術の確立

・個別性能（蓄圧器、バルブ、制御
システム、調節弁）目標を達成、
2億円/システム達成可能性を提示

・70MPa級実ステーションおよび
実証ステーションへの個別機器の
導入を計画中または検討中

○
高耐久化)

④水素ステーション機器
要素技術に関する研究開
発(低コスト材料開発)

/年以下に繋がる要素技術の確立 2億円/システム達成可能性を提示 導入を計画中または検討中

・例示基準材（SUS316L、A6061-T6）
より高強度、安価な材料の開発、
基準・標準化に必要なデータを取得

・鉄鋼系では低Ni,省Mo系、高N系、
省Mo系ステンレスを、アルミ系では
Al-Cu-Mg系、6000系合金を開発

・鉄鋼系ではバルブ等の特認取得
に必要なデータを提供、アルミ系
では自動車業界に情報を提供

○

（3）次世代技術開 国際研究協力を含む国内外技術 水素 燃料電池関連国際機関（IEA/ 2015年のFCV商用化にむけた（3）次世代技術開
発・フィージビリ

ティスタディ等
①革新的な次世代技術の
探索、有効性検証

・国際研究協力を含む国内外技術
開発動向の調査、革新的な次世代
技術の探索・有効性検証

・水素・燃料電池関連国際機関（IEA/
AFCIA､IEA/HIA､IPHE）の研究・政策

動向を調査し、情報を産業界に展開

・2015年のFCV商用化にむけた
インフラ整備の議論が進む中で、
わが国の研究開発促進に貢献

○

・国内規制見直しでは使用可能鋼材
拡充等に資するデータ取得し見直す

・規制見直しに関する一般則例示
基準案 各種技術基準案等を作成

・使用可能鋼材拡充において、
一般則例示基準が改定の見込み

②規制見直し、基準・標準
化、技術開発動向調査

拡充等に資するデータ取得し見直す
・国際標準化では水素燃料仕様等の

標準化を日本が主導的に進める

基準案、各種技術基準案等を作成
・水素燃料仕様、安全規格、性能
規格の標準化への進捗を達成

一般則例示基準が改定の見込み
・水素充填コネクタ国際規格の
統一によるFCV普及の促進

◎

各個別テーマの成果については、実施者より報告
事業原簿Ⅲ-(1)～(3) 21
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【研究開発ごとの目標と達成度】
Ⅲ．研究開発成果 概要

公開

水素製造装置H2

ディスペンサー

ディスペンサー内部

水素圧縮機

水素蓄 器（ ）

事業原簿Ⅲ-(1)～(3) 22
プレクール設備水素輸送トレーラー（３５ＭＰａ）

水素蓄圧器（８２ＭＰａ）

燃料電池自動車（７０ＭＰａ）

出典：トヨタ自動車ホームページ（http://www.toyota.co.jp/jpn/tech/environment/fcv/）
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【成果の意義】

Ⅲ．研究開発成果 概要

【成果の意義】

水素インフラ普及期に水素ステーション２億円／システムで設置することが
可能となった （ガソリン等価の水素ガス６０円/Nm3）

（１）成果の市場性

水素ステーションシステム 要素機器及び水素製造装置等の技術開発成果

可能となった。（ガソリン等価の水素ガス６０円/Nm3）

水素ステーションシステム、要素機器及び水素製造装置等の技術開発成果、
並びに、規制見直し案の策定により、水素インフラ普及期に水素ステーションを
２億円／システムで設置することが可能となった。

（２）成果の水準

開発成果は、水素製造装置等をはじめ技術的に世界トップ水準にある。
また、安全性を担保した規制見直し案を策定したことにより、
欧米製の水素ステーション機器に対してコスト的に競合可能な水準になった。

（３）成果の汎用性

水素製造装置等の技術開発成果は 他用途向けの水素製造に適用可能である水素製造装置等の技術開発成果は、他用途向けの水素製造に適用可能である。
また、超高圧７０ＭＰａの水素貯蔵・輸送・充填等に係る成果は、天然ガス等、
他の高圧ガスにも適用可能である。

23事業原簿Ⅲ-(18)
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Ⅱ. 研究開発マネジメント

【現状認識】【現状認識】

水素インフラの実用化に向け、高圧ガス保安法等の規制見直し（ガソリンスタンド
併設、鋼種拡大、７０ＭＰａ級水素ステーションの技術基準等）が着実に進展。

○平成２２年１２月、経済産業省・国土交通省・消防庁は、２０１５年のＦＣＶ普及開始に
向け１６項目の規制再点検工程表を公表。

○ＮＥＤＯは、水素物性、材料強度試験、鋼種拡大・安全性データの取得等を実施し、

○ 設計強度等の安全率（4倍）

①設計基準・使用材料の規制

③運営の規制

○ＮＥＤＯは、水素物性、材料強度試験、鋼種拡大 安全性デ タの取得等を実施し、
行程表の達成に貢献（平成２４年度までにこれらの多くを解決見込み。）

○ 輸送用容器で使用できる圧力の上限など

○ 配管等に使用できる鋼材の種類
○ 炭素繊維との複合容器が使用できない
○ 保安検査の方法（開放検査が必須）

○ 70MPaスタンドを市街地に設置できない

②立地の規制

○ セルフ充填が認められない
○ 水素の充填時の上限圧力
○ 圧力計測時の基準温度
○ 水素製造装置の始動準備の規制

③運営の規制
④輸送の規制

蓄圧器

圧縮器

水素ディスペンサー

H

マルチステーションマルチステーション 水素トレーラー

○ 水素保有量の制限（商業地域では
燃料電池自動車20台相当が上限）

貯蔵

水素製造装置

H2

給油空地

⑤離隔距離の規制

○ 公道上では充填できない

⑥その他の規制○ 公道との離隔距離（6m）
○ ガソリンスタンド設備（電気設備）との離隔距離（6m）
○ 水素スタンド設備と天然ガススタンド設備との離隔距離（6m）

24事業原簿Ⅱ-(36)
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Ⅲ．研究開発成果 概要
【成果の普及】

本事業の成果は、国内規制の見直しに反映され、
水素インフラの低コスト化に貢献。

①設計基準・
使用材料の規制

・水素ステーション用金属材料の選定条件を提案。（例示基準化見込み）
・複合容器の技術基準案、保安検査基準案及び定期自主検査指針案等を作成。
（高圧ガス保安協会による技術的妥当性が評価され、その後経済産業省による
安全性の確認後 例示基準の見直し予定）安全性の確認後、例示基準の見直し予定）

②立地の規制 ・一般高圧ガス保安規則第７条、第７条の３及びそれらに付随する例示基準に
関する技術基準案を作成。（省令改正見込み）

・水素貯蔵量規制値を超えた許可事例を２月までに取得見込み・水素貯蔵量規制値を超えた許可事例を２月までに取得見込み。

③運営の規制 ・セルフ充てん実現に必要な要件を集約。
・ガソリン＆ディスペンサの並列設置や無人暖気運転を可能とした。

④輸送の規制 ・最高充てん圧力４５ＭＰａの圧縮水素運送自動車用容器の例示基準案作成の
ための助言を行った。（例示基準改正の見込み）

⑤離隔距離の
規制

・ＣＮＧスタンドに水素ステーションを併設する場合の技術基準の検討案を
ま 作成見込規制 ２月までに作成見込み。

・公道との充填距離について、鋼板製・コンクリート製の障壁を用いた
技術基準案を作成。

⑥その他の規制 公道上での充填について 高速道路および 般道で充填するための必要要件

25

⑥その他の規制 ・公道上での充填について、高速道路および一般道で充填するための必要要件
の取纏めを２月までに完了見込み。

事業原簿Ⅲ-(18)
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Ⅲ．研究開発成果 概要

【成果の普及】

本事業の成果は、国内の規制見直しだけでなく、
国際基準調和、国際標準化（ISO、SAE）等に反映され、

【成果の普及】

国際基準調和、国際標準化（ISO、SAE）等に反映され、
水素インフラの低コスト化及びＦＣＶの国際商品化に貢献。

HFCV-gtr ・圧縮水素を燃料とするFCVの事故後の安全作業の標準化HFCV gtr 圧縮水素を燃料とするFCVの事故後の安全作業の標準化

・国際基準（HFCV-ｇｔｒ）で審議されている衝突試験後の車室内素濃度
計測手法の妥当性を検証
（世界 初め 得された成果 審議 場 活 ）（世界で初めて取得された成果。HFCV-ｇｔｒの審議の場で活用）

・車載容器の局所火炎暴露試験法策定に必要な車両火災試験データを
提供、世界初のバーナー製作、試験実施体制の構築提供、世界初のバ ナ 製作、試験実施体制の構築

ＩＳＯ ・水素燃料仕様ISO14687-2のFDIS投票→発行に目処（議長：日本）

も含む電動車両安全規格 の発行（リ ダ 日本）・FCVも含む電動車両安全規格ISO6469-1, -2, -3の発行（リーダー：日本）

ＳＡＥ ・SAE J2719（ＦＣＶ用水素の品質に関するガイドライン）をISOに整合

HFCV-gtr：Hydrogen and Fuel Cell Vehicles global technical regulation
ＩＳＯ：International Organization for Standardization
ＳＡＥ：Society of Automotive Engineers 26事業原簿Ⅲ-(18)
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【知的財産権】

Ⅲ．研究開発成果 概要

【知的財産権】

水素インフラ向け機器等の特許取得が進み、国内技術レベルを進展出来た。

区分 特許出願 論文
他 部 表

本事業にて得られた特許出願、論文件数及び外部発表件数等の内訳は下記の通り。

区分

年度

特許出願 論文
その他外部発表
（プレス発表等）国内

外国及び
PCT出願

査読付き その他

H２０年度 ９ ２ １０ ６ ６１

H２１年度 ２５ １ ２５ １３ １４３

H２２年度 １１ １ １３ １５ ５４

H２３年度 ９ ３ １５ １７ ５６H２３年度 ９ ３ １５ １７ ５６

H２４年度 ４ ０ ８ １６ ３６

合計 ５８ ７ ７１ ６７ ３５０合計 ５８ ７ ７１ ６７ ３５０

平成２４年１０月３１日現在 27事業原簿Ⅲ-(19)
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Ⅳ. 実用化、事業化の見通し

【成果の実用化可能性】

２０１５年ＦＣＶ普及開始に向け、本事業で得られた成果を活用するとともに、
規制見直しに結び付けることで 70MPa商用水素ステ ションが建設可能になる

【成果の実用化可能性】

オンサイト水素ステーション（300Nm3/h ST 70MPa）

規制見直しに結び付けることで、70MPa商用水素ステーションが建設可能になる。

都市ガス等

脱硫/改質 精製器
PSA

圧縮機 蓄圧器
（80MPa）

ディスペンサ
(2～3機)

ＦＣＶ
（70MPa）

オフサイト水素ステーション（300Nm3/h ST 70MPa）

圧縮機 蓄圧器
（80MPa）

ディスペンサ
(2～3機)

ＦＣＶ
（70MPa）Pure H2

28

水素トレーラ（高圧水素）
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【成果の実用化可能性】

Ⅳ. 実用化、事業化の見通し

商用ステーションの建設見通しは得られたが、２０２５年水素ステーション
１０００ヶ所への拡大に向けては、更なる低コスト化が必要。

【成果の実用化可能性】

技術開発 規制見直し

１０００ヶ所 の拡大に向けては、更なる低コスト化が必要。
今後、低コスト材料開発、使用鋼材の拡大に取り組むことが重要。

技術開発 規制見直し

・設備コスト２億円以下を見通せ
る技術を確立

・規制合理化に関する各種技術
基準案 般則例示基準案等本事業で

得られた
成果

る技術を確立

・70MPa級ステーション機器シス
テム・要素技術の事業適用可能

基準案、一般則例示基準案等
を作成

・使用可能鋼材拡充において、
の見通し 一般則例示基準改定の見込み

新規 材料
実用化に
向けての

課題

・新規低コスト材料の開発

・広温度範囲の材料評価技術確立

・低コスト材料を使用した

・使用鋼種拡大に関する規格化

・蓄圧器の非解体検査化 等

29

課題 低コスト材料を使用した
要素機器の耐久性評価 等

蓄 器 非解体検査化 等
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Ⅰ. 事業の位置付け・必要性

【なぜ燃料電池と水素に取り組むのか？】

燃料電池と水素の製造・輸送・貯蔵技術を実用化して普及させるには、民間だ
けでは難しく 国・ＮＥＤＯが中心となって業界全体をけん引する必要がある

【なぜ燃料電池と水素に取り組むのか？】

けでは難しく、国・ＮＥＤＯが中心となって業界全体をけん引する必要がある。

（１） 現状の問題点

・日本は化石燃料の輸入に国民の多額の資産を投入をしている・日本は化石燃料の輸入に国民の多額の資産を投入をしている。

（原油の輸入に約１５兆円、天然ガスを加えると約２０兆円）

・東日本大震災以後、化石燃料の輸入量はさらに増加している。

（２） 燃料電池と水素のエネルギー利用によるメリット

・燃料電池は効率が高いので、使用する化石燃料を３０パーセント削減可能。

・水素は様々な一次エネルギーから製造可能でエネルギーセキュリティ上有効。

・日本の技術という資力を活用でき、国力の向上に寄与可能。

⇒一方、１００ＭＰａ（１０００気圧）という超高圧の水素を扱う難しさ、
安全性と経済性を両立させる難しさ、水素を街中に持ち込む難しさ、
日本独自の規制の厳しさや対応の難しさ といった問題も顕在化している日本独自の規制の厳しさや対応の難しさ、といった問題も顕在化している。

事業原簿Ⅰ-(1)～(6) 30
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認識の共有

日本のエネルギー資源は微小 （エネルギー自給率４％）
→ 年間約20兆円が海外に流出→ 年間約20兆円が海外に流出
→ エネルギー資源の多様化＆効率化が必要
→ これを支える日本の資源は技術力これを支える日本の資源は技術力

技術立国として （技術の対価としてｴﾈﾙｷﾞｰを求める)
→ 水素・燃料電池では世界のトップ

ニワトリと卵
→ ＦＣＶの普及での悩みは世界共通→ ＦＣＶの普及での悩みは世界共通
→ 水素ステーションを普及させるのが先決
→ 水素ステーションは当面赤字
→ それでも水素ステーションを設置が必要

課題：規制の見直し
：安全性とコストの両立した水素ステ ション：安全性とコストの両立した水素ステーション

31
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ＰＬとしての考え方

１．他プロジェクトや事業間の連携強化
例：水素先端科学基礎研究事業例：水素先端科学基礎研究事業

ボールバルブの開発（△Ｐ改善には不可欠）
充填ホース充填ホ ス
（ゴム・高分子に水素で高圧＆温度変化は難敵）
さらにゴム協会内に 高圧水素の分科会を設置

２．実用化重視と日本の技術力強化
2015年実用化を重視．要求事項は変化する
輸入品は必ずしも国内規制に合致しない輸入品は必ずしも国内規制に合致しない

３．規制の見直しを視野に入れながら開発
現状国内規制内での開発と 規制見直しがされた後を現状国内規制内での開発と 規制見直しがされた後を

視野に入れる
海外規制・標準もにらみながら研究・開発
水素先端科学基礎事業のデータは不可欠

32
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参考資料参考資料
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燃料電池普及の意義

高効率（省エネルギー効果）
燃料電池自動車

定置用燃料電池

エネルギー供給源の多様化 水素は天然ガス・太陽光・風力・バイオマス
等の多様なエネルギー源から製造可能

環境負荷低減効果 CO2削減、NOx、 SOxゼロ

新規産業・雇用の創出

2

自動車、電気機器、素材、化学、石油、ガス、新規産業 雇用の創出

産業競争力の強化

自動車、電気機器、素材、化学、石油、ガス、

電力等幅広い産業に関係しており、

新規産業創出への期待も大

電源分散化 送電損失低減、災害時バックアップ

34
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ＦＣが期待される領域

ＥＶとＦＣＶの比較

ＥＶは都市（地域）内移動用、ＦＣＨＶは都市間移動用のＥＶは都市（地域）内移動用、ＦＣＨＶは都市間移動用の
パ ソナルモビリティとしての期待が大きいパ ソナルモビリティとしての期待が大きいＦＣが期待される領域

大型大型 長距離トラック長距離トラック
ＦＣＨＶＦＣＨＶ ＥＶＥＶ ‐ ‐ 都市内移動都市内移動

パーソナルモビリティとしての期待が大きいパーソナルモビリティとしての期待が大きい

中型中型

大型大型
高速バス高速バス

中・大型乗用車中・大型乗用車

都市バス都市バス
宅配車宅配車

ＰＨＶＰＨＶ

（バイオ（バイオ））

ＦＣＨＶＦＣＨＶ ‐ ‐ 都市間移動都市間移動小型小型 コミュータコミュータ
タウンユースタウンユース

ＥＶＥＶ

短距離短距離 中距離中距離 長距離長距離

トヨタ自動車株式会社ＦＣ技術部作成 2009

EVはこれまで3回のブームがありましたが、普及して

いません。それは、クルマとしての課題を十分に解決で
きていないからです。現在もEVブームですが、使い勝

手の改善はあるものの、走行距離や充電時間の課題
は残っています。

これが、FCVを用いれば全部解決できます。ただし、
FCVの場合は、水素インフラの整備に時間がかかって

しまいます。その解決策として、ハイブリッド車やプラグ
インハイブリッド車があるという位置づけです。

（ タ大仲 開発部長 経 ク ク ）

次世代自動車戦略２０１０（経済産業省）

（トヨタ大仲ＦＣ開発部長、日経エレクトロニクス9-19）
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